UICC世界対がんデーシンポジウム

［がん予防は子どもから］開催される

　　2010年2月4日のUICC世界対がんデーに、UICC日本委員会主催、日本対がん協会共催で、公開シンポジウム［がん予防は子どもから］が国立がんセンターの国際研究交流会館ホールで開催された。今回のシンポジウムの意図は、1)子どもをとりまくがんリスクとその害を明らかにする。2)子ども達の将来をがんから予防する為に大人や社会は何をなすべきかを考える、であった。特に2)に関しては、小学校教育から生涯続くがん予防の生活姿勢を教え込むことが必要ではないか、という問題提起がなされた。

がん研究者、小児科医師、学校教育の専門家が一堂に

　　プログラムは以下のようであった。

1. あいさつーUICCと世界対がんデー　

　　北川知行　(UICC日本委員会委員長、癌研名誉所長)

2. ワクチンで予防する子宮頸がんと肝がん

　　田中英夫 (愛知県がんセンター，疫学・予防部長)

3. タバコとがんー子どもの未来の健康を守れ

　　中村正和 (大阪府立健康科学センター、部長)

4. 子どもの生活習慣とがん予防

　　原田正平 (国立成育センター、成育政策科学研究部、室長)

5. 日本の学校教育に見るがん予防

　　衛藤　隆 (東京大学大学院教育学研究科、教授)

6. 世界の学校教育に見るがん予防

　　鬼頭英明 (兵庫教育大学大学院、教授)

7. 子どもが親を変えるースリランカ10年の経験から

　　小林　博 (札幌がんセミナー、理事、北大名誉教授)

◯　パネルディスカッション–何故、がん予防は子どもからか？

　　座長： 北川知行 (UICC, 癌研)

　　　　　 別所文雄 (杏林大学小児科、客員教授)

専門的関心の深い聴衆が集結

　　シンポジウム参加者は約160名であったが、その三分の一は、医師、研究者、学校教師、教育関係者、衛生行政関係者など、専門的な立場で関心を持つ方々であった。マスメディアもNHK, 共同通信、朝日新聞、メディカルレビュー、キィアブレイン、JMS(Japan Medical Society)等10名ほどが参加した。UICCの運動との連携

　　冒頭で北川委員長がUICCの活動と世界対がんデーについて説明し、今回の企画は、本年度のUICCのキャンペーンのテーマ“Cancer can be prevented, too”と2007年からの継続テーマ”Today’s children, tomorrow’s world”に合わせたものであると述べた。
HPVワクチンを思春期女子に公費で接種を（田中英夫）
　　田中氏は、子宮頸がんは、日本では毎年3500人が死亡しており、若い女性が多いことが特に深刻である。良いワクチンが出来たが高価（６万円）なので、公費で補助することと、9-16歳の少女に集団接種する道をつけることが重要である。HBVによる肝炎→肝がんはキャリアの妊婦から生まれる新生児への免疫グロブリン投与とワクチン接種でほぼ予防できているが、近年外国から新型HBVが入って来て、これは性行為により水平感染するので今後予防が問題となると論じた。

未成年者の喫煙はgateway drug（中村正和）

　　中村氏は、2005年の統計では、日本では13万人がタバコが原因で死亡している。その内男性の61%,女性の31%はがん死で、タバコは喉頭がん、肺がん、食道がんその他多くのがんの発生に強く関与している。子どもの受動喫煙は、乳児突然死症候群その他多くの疾患の原因となる。未成年者の喫煙は、gateway drugでアルコール依存症や覚醒剤使用への入り口となる。未成年者の喫煙率が大幅に低下して来ているのは喜ばしいが、更にタバコ広告の包括的禁止、学校を含む公共の場での喫煙禁止、価格の値上げなど、対策を強めて行く必要があると訴えた。

がんに関心の低い日本の小児生活習慣病予防対策（原田正平）

　　原田氏は、食習慣、運動習慣、喫煙、飲酒等の生活習慣がその発症・進行に関与する症候群として［生活習慣病］が提唱されたのは1996年であるが、肥満や運動不足とがんの関係は最近10年間に研究が進んだ。過体重は様々ながんの発生率を上げ、例えばBMIが5ポイント増えると腎がんは２倍、子宮内膜がんは1.5倍に跳ね上がる。運動不足は結腸がんと閉経後乳がんの発生率を上げる。日本の小児生活習慣病対策は、いわゆるメタボ対策に重点が置かれ、がん予防の観点が乏しい。これに対し、UICCや米国のキャンペーンでは、はっきりがん予防の上での重要性を謳っていると指摘した。

［保健教育］の実践と指導原理にひそむ問題（衛藤　隆）

　　衛藤氏は、日本の学校教育では、がんの問題は主として「保健」で取り扱っているが、小学校では保健は「体育」の一部になっており、“雨降り日の保健”で十分授業が実施されておらず、教師の側も自信がない。ここには問題がある。現在の［保健］は、一昔まえの“ミニ医学”的知識のつめこみを止め、ヘルスプロモーションの考えで、原則的な知識を与えあとは子どもに考えさせる方針をとっている。医療に関する個別の知識を詳細に教えることはないので、医療関係者が“がんに関する知識をきちんと教え、自らの健康を守る生活姿勢を子どもから植え付けたい”と要望しても、すぐには実現できない状況がある。教育指導要綱は平成21に改訂されたばかりで、次回は7・8年後である。このスパンの中で、如何に効果的ながん予防に関する学校教育を実現して行くか皆で議論して行く必要があると提言した。

知識を健康を守る行動に結びつける教育(鬼頭英明)

　　鬼頭氏は、海外の学校における健康教育に関しては、国立教育政策研究所が2004年に8カ国に関し行なった調査があるが、がんに特化した記載は多くなく、実態は把握されていない。しかし、多くの国で、ヘルスプロM−ションの概念に基き［保健教育］が行なわれていると思われる。米国では、国家健康教育基準があり、幼稚園から12学年まで、発達段階に応じて指導内容が提示されており、小学校でも［健康に良い行動に関する知識と意思決定のスキル能力を高める］教育を行なっている。例えばタバコの害に関する知識を、“喫煙しない”と“云う行動に結びつける教育である。また英国では、理科や体育の関連教科でも保健を教えていると報告した。

子どもの健康教育が地域の生活環境の向上にまで影響（小林　博）

　　小林氏は、スリランカでのフィールドワークの成果を報告した。

スリランカでは噛みタバコの悪習により口腔がんが多発している。これを止めるように大人に訴えたが無効であった。それでは「子ども」と考え、４つのモデル中小学校を選び、健康教育を行なった。「ヘルスキャンプ」には、村中の人達が集まり、コミュニティー全体が健康に関心を持つようになった。子どもの登校率が高まり、子どもの影響で、親の喫煙率や飲酒量が減少した。地域全体の生活環境の改善も広く認められて来た。純真率直な子どもの教育から親とコミュニティーまで変える事が出来たこの経験は、健康問題に限らず、その国の社会変革のためにも応用される方法としての可能性を示唆している。

　　

活発だったパネルディスカッション

　　各演者の講演後およびパネルディスカッションでは発言が相次ぎ、時間はすぐにオーバーになった。以下主な発言の要点を記録する。

HPVワクチン

・HPVワクチンは女子だけで良いのか。

・HPVワクチンを思春期や前思春期女子に普及するには性教育

　の充実が要る。

・HPVはほとんどの人が感染する。特に性教育と云わなくても、

　ウイルス感染を防ぐという普通の原則で行けるはず。

・HPVワクチンは高価すぎて開発途上国では使えない。そこでは別な方策

　を考える必要がある。

小学校教育

・小中学校の教科書にがんはほとんど扱われていない。7・8
　年後にはこの状態を抜本的に変える必要がある。（予備校教師）

・日本の教科書は立派である。教える側に問題がある。

・体育の教師が保健教育を受け持つ事には無理がある。

・教師の訓練がなされていない。サポートが要る。

・学校医の参加を促進する。佐賀では実現している。

・ライフスキル教育をもっと日本に導入する。

・小学生にがんの話をしても残らない。

・影響のある担任教師の一言が生涯子どもの心に残る。

・学校教育にあまり要求してもだめである。自分たち大人がまず自覚し、自ら　

　の健康を守るように努めなくては。

・小学校では、毎年5人くらいは親をがんでなくす子どもが出る。その機会を

　捉えて教育できる事があるはず。知識がないのでどう教えるか悩んでいるが、

　PTAとも協力し学校通信なども活用すると良いと考えている（小学校教師）。

・学校だけでなく、PATも含め、地域がコンミューンとして取り込むことが重

　要。

・子どものためのがん教育のパンフレットを作り、教育実践を行なっている（パ

　ンフレットを配布）。手応えはある（研究者）。

座長のまとめ（別所文雄、北川知行）

1. 子どもを取り囲む環境のがんリスクが具体的に示され、その
   要因の多くは取り除きがんを予防できる事が明らかにされた。

2. 学校、特に小学校におけるがん予防教育の必要性を強調する立場があったが、

　実効性に疑問を呈する声もあった。
3. この問題は始めて提起された段階にあるので、今後継続的に取り上げ、議論

　を深めて行く必要が或る。

4. 子どものがん予防を進めて行くには、学校教育のみでなく、親を始め地域の

　人達の協力を培って行く必要がある。

5. 子どもの教育が親や社会を変える可能性も示された。
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